


フリーランス保護法が成立、報酬減額など不当な取引是正 
                                                                                                                             
エンジニアや配達員など組織に属さず働く人を保護するフリーランス・事業者間取引適正化等法が28日、参院

本会議で可決、成立した。報酬が減額されたり、一方的に仕事が取り消されたりする不当な取引を是正する。
組織に対して立場の弱い個人が、安心して働ける環境を整える。 

新法はフリーランスに業務を委託する企業に仕事の範囲や報酬額を書面、メールであらかじめ明示するよう義
務付ける。発注した仕事の成果物を受けとってから60日以内に報酬を支払うようにする。違反には50万円以下
の罰金規定を設けた。 

フリーランスが仕事と育児・介護を両立できるよう、企業に配慮を求める。セクハラやパワハラなどの防止に向
けた体制整備も必要になる。政府が2020年に実施した調査の推計では、フリーランスは国内に462万人いる。 
公布から1年6カ月以内に施行する。企業の委託を受けて仕事するフリーランスのうち、取引先とのトラブルを経
験した割合は4割近い。トラブル発生後、交渉せずに受け入れたケースは2割あった。 
現行の下請法にも不公正な取引を禁じる規定はある。資本金1000万円以下の小規模な発注企業は取り締まり
の対象外で、フリーランス保護の抜け穴になっていた。 

なお課題は残る。組織に属さないフリーランスは引き続き「事業者」とみなされ、労働基準法の労働時間規制な
どは適用されない。 

専門的なスキルを持ち企業と対等に交渉できるフリーランスがいる一方、実態としては組織に属す会社員に近
い働き方をする人もいる。年金などの社会保険制度も十分とは言えず、安心して働くためのセーフティーネット
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フリーランス４６２万の中にはウーパイーツとか日雇派遣の労働者とかのように労働
法規で守られるのが筋の人たちが大勢います。今回の法律は「下請け事業主」とし
ての観点から保護しようというものです。現状はどの角度からみても劣悪なので、改
良されるのはいいことですが、労働基準法による賃金・安全・休業・労働時間などの
保護規定も優先されることが大事だとおもいます。 


